
1 
 

非営利法人の消費税の計算（2014 年改訂） 

有限会社シンシステムデザイン 
 
らくらく会計では、更新日が 2014 年 4 月 22 日より、8%に対応した消費税計算が出来るように

なりました。ただし、計算処理や出力資料などにおいて今後いくらかの調整があることをご承知く

ださい。 
 具体的な運用に当たっては税理士さんにご相談ください。 
 

1 消費税の改正に伴う対応 

 らくらく会計では、2014 年 3 月 31 日までは 5%、2014 年 4 月 1 日以降の仕訳については、8%
で計算するようにしました。 
 会計期首が 4 月 1 日の会計では今までの運用で基本的には問題ありませんが、 
例えば会計期首が 9月 1日の場合は、今回に限り次のように集計期間を分けで、計算してください。 

2013 年 9 月 1 日 ～ 2014 年 3 月 31 日 までの計算 
2014 年 4 月 1 日 ～ 2014 年 8 月 31 日 までの計算 

 
また、本則計算を選んだ場合、一部の取引には 5％の消費税が含まれる場合がありますが、その場

合、仕訳において 11 の区分を入れることにより各種の集計欄では、区分表示が出来るようにして

います。4 月 1 日以降の会計では 8%区分の計算になりますので、5％部分については区分表示され

た集計金額に基づいて別途調整計算をしてください。 

 
 
【補足】 
 非営利法人では事実上 5％課税売上が無いこと、また、5％の課税仕入はあるけどその割合は非常

に少ないことなどを考慮した上で、「らくらく会計」では運用時のシンプルさを維持するために消

費税の改訂期日による区分けにするようにしました。これにより、消費税に係る設定や仕訳は一切

変更することなく運用できます。 
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2 簡易計算での運用 

簡易計算をするための設定 
初期設定メニュ ⇒ 会計期首 簡易計算を選択します。 

 

 
科目の既定値を設定 
初期設定メニュ ⇒ 勘定科目の設定の消費税の欄 に設定します。 
次の例のように課税仕入に係る科目に、既定値を設定してください。 

 
こので、設定する既定値は仕訳入力の画面で、個別に変更することが出来ます。 
消費税の区分は、次の通りです。 

 
【補足】 
簡易計算は課税売上のみで計算しますので、消費税区分の設定は課税売上科目のみです。 
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仕訳の方法 
仕訳を行うと、あらかじめ設定した消費税区分の番号が出ます。 
消費税区分を変更したい場合は、消費税区分の数値を変更してください。 
金額は税込金額で仕訳を行ってください。 

 
 
 
消費税計算の出力 
メインメニュ ⇒ 消費税計算のボタンを押すと次の画面になります。 
この画面で、集計期間と、出力帳票の選択を行って、“実行”ボタンを押します。 

 
 
【重要な注意】 

 会計期首が 4 月 1 日の場合は、特に問題はありませんが、例えば会計期首が 9 月 1 日の場

合は、消費税計算の集計期間を 
2013 年 9 月 1 日 ～ 2014 年 3 月 31 日 までの計算 
2014 年 4 月 1 日 ～ 2014 年 8 月 31 日 までの計算 
のように分けで計算して、合計してください。 

 非営利法人の会計では、2014 年 4 月 1 日以降の取引において、5％の課税売上は無いこと

を前提にしていますので、もしある場合は、勘定科目において 
売上（5％）のように区別して仕訳を行って、補正してください。 
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科目別の集計例 
 
消費税計算に係わる売上科目の集計一覧表は次のようになります。 

 
 
 
消費税取引明細書 
消費税に係わる仕訳の明細書が出力できます。 
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3 本則計算での運用 

本則計算をするための設定 
初期設定メニュ ⇒ 会計期首 本則計算を選択します。 
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科目設定のための消費税区分について 
 
らくらく会計では、運用時におけるシンプルさを優先させるために、税率による消費税区分の細分

化は行わず、次のように従来と同じ区分としています。 
ただし、5％課税仕入がある場合は、仕訳の段階で区分 11 を入れてください。2014 年 4 月 1 日以

降の消費税計算は、8％区分のみの計算になります。 

 
 
税区分は概ね次のようになりますが、具体的には税理士さんに相談してください。 

 消費税に関係しないものは空白 
現金預金、人件費、借入金、預り金、未払金、公租公課、減価償却費などや、人件費支出に指

定された補助金など。 
 

 非課税科目 0 
授業料や受取利息など政策的に課税されないもの 
 

 課税科目 1 
収入の場合 課税対象となる課税売上（〇〇事業収入） 
支出の場合 課税対象となる課税仕入（商品の仕入額や消耗品費などの経費） 
 

 個別対応の課税科目 2 
個別対応による本則計算を行う場合の課税対象の科目 
 

 使途特定の特定収入 3 
例）使途が特定された補助金・寄付金など 
 

 使途不特定の特定収入 4 
使途が特定されていない補助金・寄付金・会費収入など 
 

 その他 5 
個別対応における非課税売上に対応しない課税仕入の場合、あるいは課税に関係しない特定収

入など、仕訳上区別したい場合の区分で、省略しても計算には影響はありません。 
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消費税区分の設定例 
 
仕訳をするときに区分の変更できますので、おもに属する区分を設定してください。 

  
 
【補足】 

 実際の仕訳において、ここで設定した区分は自由に変更が出来ます。 
 課税支出に係わらないその他の特定収入の設定は不要です。 
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仕訳の方法 
通常に仕訳を行うと、あらかじめ設定した消費税区分の番号が出ます。消費税区分を変更したい場

合は、消費税区分を変更してください。 
金額は税込金額で仕訳を行ってください。 
人件費の補助金収入や人件費、交際費など消費税に関係しない科目は消費税区分を空白にしてくだ

さい。 

 

 
消費税計算の出力 
メインメニュ ⇒ 消費税計算のボタンを押すと次の画面になります。 
この画面で、集計期間設定して、“実行”ボタンを押します。 

 
【重要な注意】 

 会計期首が 9 月 1 日の場合は、消費税計算の集計期間を 
2013 年 9 月 1 日 ～ 2014 年 3 月 31 日 までの計算 
2014 年 4 月 1 日 ～ 2014 年 8 月 31 日 までの計算 
のように分けで計算して、合計してください。 

 非営利法人の会計では、2014 年 4 月 1 日以降の取引において、5％の課税売上は無いこと

を前提にしていますので、もしある場合は、消費税区別を 11 にして仕訳を行って、別途 5％
での計算を行ってください。 
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消費税区分の一括設定 
 消費税の区分は、仕訳の入力時点で行うことを原則としていますが、年度の途中から消費性計算

を行う場合は、 
① 初期設定画面で、消費税計算の選択 
② 勘定科目の設定画面で、消費税の区分を設定 
③ 仕訳入力 ⇒ 補助作業 の画面を開いて、8 消費税区分の一括設定 を実行する。 

以上の操作で、既に入力済みの仕訳も一括で消費税区分の設定が出来ます。 

 
 
【重要な注意】 

 この作業を行うと、既に入力済みの消費税区分が既定値に変わりますので、安易に行わないで

ください。 
 この処理を実行する前に必ず時系列でのデータのバックアップコピーを取ってから行ってく

ださい。 
 
 
出力例 
 後で説明している消費税本則計算の実行例を見てください。 
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4 本則計算での実行例 

 本則計算は、仮受けた消費税から仮払した消費税を差し引いた金額が納付すべき消費税になりま

す。しかし、多くの非営利法人の場合は、課税売上比率が低い場合や特定収入の割合が高いために

仕入（経費支出）に係る消費税がすべて控除されるものではありません。 
 
 以下の説明は、齋藤力夫先生編著「非営利法人の消費税第 6 版」中央経済社の 186 ページから

197 ページまでの演習例題に対応する内容で行っています。なお、非営利法人の消費税計算につい

ては、同書の熟読をお願いします。 
 
下記の仕訳例は、次のような科目で仕訳を行い、消費税区分で内容を分けています。 
収入科目 
・ 課税売上（収入）は、“事業収益”で行っています。 
・ 非課税収入は、“受取利息”で行っていますが、一部は、“事業収益”で区分を 0 にしています

ので、例えば学校法人の場合、非課税収入である“授業料収入”などに読み替えてください。 
・ 特定収入は、“会費収入”、“補助金収入”の科目を使い、消費税区分で区分けをしています。 
支出（仕入）科目 
・ 消費税に関係しない科目は、すべて“給与手当”の科目としています。実際の仕訳において、

例えば“減価償却費”、“〇〇引当金繰入”等の場合、消費税区分は空白にしてください。 
・ 消費税に関係する科目は、すべて“消耗品費”の科目として、消費税区分で仕入内容を区分し

ています。例えば、1 は通常の課税仕入、2 は個別対応をする場合の課税仕入、5 は個別対応方

式の場合の非課税収入に対応する課税仕入となりますが、計算には関係しないので、空白にし

ても構いません。 
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【１】 課税売上割合 95%以上の場合 

課税売上割合が高く、特定収入が多い場合の例です。 
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【２】 課税売上割合 95%以上で一般特定収入のみの場合 

１と同じ例ですが、使途が課税仕入に特定された特定収入が無い場合の例です。 
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【３】 課税売上割合 95%未満で一括比例方式の場合 

非課税収入が 5%超、特定収入の割合が 5%以下である場合の例です。 
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【４】課税売上割合 95%未満で個別対応方式 

３の例と同じであるが、個別対応方式の場合の例です。 
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【５】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で一括比例配分の場合 
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【６】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で一括比例配分の場合 

５と同じ条件であるが、課税仕入のみに使途が限定された特定収入がある場合 
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【７】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で一括比例配分の場合 

６と同じ内容 
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【８】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で個別対応方式の場合 

課税売上に対応した課税仕入に使途が限定された特定収入がある場合の例です。 
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【９】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で個別対応方式の場合 

非課税収入が 5%超、特定収入 5%超の場合 
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【10】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で一括比例配分方式の場合 

９の事例と同様の場合 
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【11】課税売上割合 95%未満、特定収入 5%超で個別対応方式の場合 

非課税収入が 5%超、特定収入が 5%超の場合 
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